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i各年（度）末現在） 20014 6793 5570 2817 2600 24！8
医療保護入院届出数
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措置入院 3，083 20 334（10．83％） 21（0．68％）
医療保護入院 110，030 711 1，144（1．03％） 93（0．08％）
任意入院 215，438 1，381 10（0．00％） 3（0．00％）
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図3　精神医療審査会委員の構成（現行）
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不利益処分に該当することから行政不服審査法に基づ
く審査請求ができる。
　また、行政手続法第13条第1項第2号では、原則と
して弁明の機会が付与されることになっているが、上
記命令に関しては、患者の身体および自由に直接影響
及ぼす可能性が強いことから、同法第13条第1項第1
号に該当し、弁明の機会の付与の適用除外となってい
る。一方、現状を妥当とする通知については行政処分
と認められないことから、これに対する不服申し立て
ばできない。
4．権利擁護システム総体と精神医療審査会の関係
　精神医療審査会は何を審査の対象とするのであろう
か。法によれば、入院医療の必要性と処遇の適切性と
いわれる。しかし、そのカバーできる範囲は、精神障
害者が抱える生活問題のすべてではないし、人権擁護
のすべてでもない。図1は、そのことを示そうとして
いた。
（1）医療概念について
　まず「医療」概念であるが、医療法1条の2は、医
療を次のように定義する。
　医療の内容は、「単に治療のみならず、疾病の予防
のための措置及びリハビリテーションを含む良質かつ
適切なものでなければならない」。
　これを受けて、精神医療審査会は、このような包括
的な医療概念に基づいて、入院の必要性を判断してい
るのであろうか。あるいは精神保健福祉法における、
後述の「処遇」概念に「包括的医療」の意味合いを持
たせて判断しているのであろうか。
　なお、健康保険法第63条および国民健康保険法第46
条は、「療養の給付」に次のような要素を含むとして
いる。
　診察、薬剤・治療材料の支給、処置・手術その他の
治療施術、居宅における療養上の管理・看護、病院・
診療所への入院および看護を「療養の給付」といい、
社会保険の給付対象として規定している。このような
概念規定は社会保険の適用対象を確定するための必要
からなされているのであって、精神保健福祉法上の
「医療」とは異なるのであろうが、「療養の給付」の外
延と「医療」の外延はどのように交錯するのであろう
か。たとえば「移送」（法第34条）は必ずしも社会保
険の適用対象ではないが、特殊、精神保健福祉法上の
「移送」は、「医療」なのであろうか、それとも「保護」
なのであろうか。「移送」問題を権利擁護システムの
中でどのように位置づけたらよいかという問題点も残
っている。
　さて、審査会は、上記のどこまでを扱うことができ
るのであろうか。
（2）保護概念について
　次に「保護」概念を考えてみよう。この用語につい
ても、精神保健福祉法上の定義は与えられていない。
　あえて考えれば、生命の維持、生理的機能・身体的
機能の保全、病状の悪化の防止などの要素が考えられ
るが、要するに、精神衛生法時代の自由の拘束、通
信・面会の自由の制限（その正当化）という側面を強
調して用いられてきた概念であろう。
　もちろん、本人の安全確保、尊卑の防止のために必
要な概念であったかもしれない。しかし、治療の必要
性とか治療の可能性とかいう問題とは別の問題性があ
って、むしろ、治療ないし医療という枠組みで語るこ
とのできない事柄に直面したとき、「保護」という概
念が、強制力の合理化の規範的根拠として用いられて
きたのではないか。そうだとすると、精神医療審査会
は、「保護」の概念を相当厳密に調査し検討しない限
り、当事者の人権を確保したということにはならない
であろう。今後、審査会はこの概念をどこまで厳密に
取り扱うのかが問われることとなるだろう。
（3）　処遇概念について
　さらに、「処遇」概念もまた、審査会が扱わなけれ
ばならないものである。すなわち、法第38条の3第2
項は、入院の必要性に関する定期的な審査を規定する
が、第38条の5第2項は、退院等の請求による審査を
規定しつつ、入院の必要性の審査とともに処遇の適当
性に関する審査を行うこととしているのである。そし
て、この法律および関係法令の中に、「処遇」という
用語がしばしば登場するのである。
　この言葉の意味を推測させるのは、第36条第1項で
あり、「精神病院の管理者は、入院中の者につき、そ
の医療又は保護に欠くことのできない限度において、
その行動について必要な制限を行うことができる」と
規定している。しかし、この条項が「処遇」を定義し
ているということはできないだろう。
　あえて定義すれば、個人の人権（通信の自由、行動
の自由など）とのバランスをとりながら、医療・保
護・社会復帰（そして自立と社会参加）を実現するた
めの援助方法ということになるのであろうが、次のよ
うなことがらは「処遇」に含め、したがって審査会の
審査の対象とするのであろうか。現状の実務がどうか
ということではなく、理念からもう一度再検討されて
もよいだろう。
・医療、予防、リハビリテーションを含めた包括的
医療は処遇概念に含むのか
・病院への入院に加え、通院医療および関連サービ
スを処遇というか
・入院・通院を含め、医療を受けている間のソーシ
ャルワークは、処遇概念に含まれるか
・社会復帰施設の利用あるいは利用のためのアレン
ジメントは処遇というか
・ACTのような地域におけるチームでの活動は処
遇というか
・退院に向けたプログラムを作成し、それを実現し
ていくプロセスは処遇というか
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　実は、審査会は上記のすべての問題に対応しうるも
のとはなっていないのが現状であろう。その理由とし
ては、法が入院医療モデルを前提としながら、通院医
療と社会復帰促進施策を付加するという立法構造をと
っていること、そして精神医療審査会は入院に焦点を
あてて組み立てられていることが考えられる。
　筆者らは、本来、精神衛生法の時代には、入院時の
医療、プラスアルファ（むしろ、行動の制限）を語っ
ていたに過ぎない用語が、時代の流れとともに、その
意味合いを変化させてきたのではないかとの解釈も可
能だと考えている。
　つまり、社会保険法におけるような医療の狭義の概
念との関係ではなく、社会復帰、自立、社会参加など
の理念との関係で、「処遇」という広範な概念を用い
ざるを得なくなっている精神保健福祉法において、包
括的医療ないし開かれた医療、さらには福祉法として
の側面が強化された結果と考えるのである。
　このように考える根拠は、次の2つの点にある。
第ユに、障害者基本法（1993年、2004年改正）は、そ
の第1条において障害者の自立と参加を基本法の明確
な目的として掲げたこと、第2条においては、障害者
の定義に、精神障害によって継続的に日常生活または
社会生活に相当の制限を受ける者を含めていること。
そして第3条の基本的理念では「障害者はその尊厳に
ふさわしい処遇を保障される権利を有する」としてい
た（1993年法）のに対し、2004年6月に改正された障
害者基本法の第3条は「処遇」という言葉を「生活」
に置き換えていている点に留意したい。
　これらの条文を総合的に考えると、精神障害のある
方の場合においても、自立と参加に向けた尊厳にふさ
わしい「生活」が保障されるべきであることとなり、
このことは、精神保健福祉法の解釈　　したがって精
神医療審査会の権限一一にも影響を与えるはずであ
る。
　なお、1993年の障害者基本法第ユ0条は、医療の確保
について規定していたが、「生活機能を回復し、また
は取得するために必要な医療の給付を行うよう」国・
地方公共団体に求めていた。これに対し、2004年6月
に改正された障害者基本法の第12条は、「障害者が生
活機能を回復し、取得し、又は維持するために必要な
医療の給付及びリハビリテーションの提供を行うよ
う」国・地方公共団体に求めている。精神医療審査会
において審査の対象となる医療も、このような広い内
容のものとなるであろう。
　第2に、精神保健福祉法第4条は、医療施設・社会
復帰施設の設置者は、精神障害者の社会復帰の促進、
自立と社会経済活動への参加の促進を図るため努力す
べきことを規定している。
　また、同法第38条は、精神病院その他の精神障害者
の医療を提供する施設の管理者は、社会復帰の促進を
図るため、相談・援助を行わなければならないとして
おり、この規定によっても、「処遇」の内容が豊かに
なっていると言うことができるであろう。
　さらに、同法第50条の3の4は、「居宅生活支援事
業」においても「処遇」という言葉を使用しているこ
とに注目しておきたい。
　このように、われわれが権利擁護を進めるにあたっ
て配慮すべき、現場での「処遇」とは、広範な概念と
なっているのであり、精神医療審査会においてもその
ことは常に意識されていなければならないと思われ
る。
N．精神障害者の権利擁護の現代的課題
　本章では、審査会委員へのインタビュー、精神保健
福祉領域の実務担当者へのインタビューなどを通し
て、筆者らが感じた現在の問題点、課題などを明らか
にするとともに、精神障害者の権利擁護に向けた若干
の提言を試みたい。
肇。精神医療審査会の課題一現行制度の枠内でもでき
　　ること
　精神保健福祉領域において、利用者の権利擁護iを進
めるためのシステム全体の中に精神医療審査会を位置
づけようとするとき、現行制度の枠組みを前提としつ
つも、次のような試みがなされてもよいのではないか
と考えられる。
　たとえば、調査のプロセスでのヒアリングあるいは
付帯意見において、下記のような事柄を精神病院の管
理者など事業者への示唆とすることはできないか。
　つまり、情報開示をより積極的に進めること、納得
と同意が形成されるように努力すること、成年後見制
度の活用を関係者が真剣に考えること、とりわけ市町
村長申し立てをすすめること、地域福祉権利擁護制度
を活用すること、苦情解決システム、サービス評価は
どのようになされているかを問うなど（これらのシス
テムが創設される経緯と意義については、大曽根：
2000を参照されたい）を、議論の対象とし、口頭で、
もしくは文書で審査会の意見として述べることはでき
ないことではあるまい。
　このようなやりとりの過程で、新しい権利擁護iシス
テムと精神医療審査会との役割分担のあり方が次第に
形成されていくことになると考える。
2．精神医療審査会の今後の方向性
　国の政策の方向性についての議論をした成果である
「精神障害者の地域生活支援の在り方に関する検討会」
による「最終まとめのポイント」（2004年7月）の中
で、権利擁護に触れる部分は少ないが、重層的な相談
支援体制の確立という柱の1つの要素として、「障害
者の地域生活を支援する上で権利擁護を必要とするケ
ースについて対応できるような枠組みの整備が必要」
としており、本稿の問題意識と共通の認識を持ってい
ると推測される箇所はある。また、「今後の方向性」
め一項目として、「地域福祉権利擁護事業や成年後見
制度等の事業について利用の促進を図る方策を検討す
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ることが必要である」としており、地域で暮らす場合
に、このような新しい権利擁護システムの活用が必要
であるとの認識も示している。
　しかし、逆に、このレポートでは、入院患者の権利
擁護の問題には言及することなく、したがって、精神
医療審査会のあり方および審査会の今後の方向につい
ても論述されてはいない。
　むしろ、2002年12月の「障害者基本計画」では、
「精神医療における人権の確保を図るため、都道府県
及び指定都市に対し、精神医療審査会の機能の充実・
適正化を促す」とし、精神医療審査会についての機能
強化が示唆されていたのだが、その後、精神医療審査
会の意義とあり方を議論する公式の場は設定されてい
ないように思われる。
　もちろん、本稿は、精神医療審査会制度の歴史的な
意義を承認している。また、精神病院入院患者のため
の人権擁護に果たしている役割は大きいし、本人の意
思によらない、いわば強制入院が存続する以上、その
役割も終わるものではないと考える。問題は、その質
的構成と関係制度との連携のあり方である。
　ここでは、当面、下記の3点を指摘しておきたい。
　第1に、精神保健福祉法の精神医療審査会制度の規
定を改正するとしたら、図4の方向へと合議体の構成
を変更し、医療中心の審査モデルから、医療・福祉・
法律の三者の協働による総合的な審査のモデルへと転
換していくべきであろう。
　なぜなら、精神保健法から精神保健福祉法への改正
が行われた時点ですでに基本理念の上では、医療モデ
ルから保健・福祉の概念も含めた総合的なモデルが想
定されていたのであり、精神医療審査会制度はこの理
念の変化から取り残されていたのだと考えてもよいか
らである。
　1980年代から1990年代において発展した、自立と社
会参加という理念、それとともに登場した自己決定の
議論（町野、1986：山田、1987は自己決定論に関する
先行的な研究である）の医療・福祉への影響などを踏
まえ、具体化された新しい権利擁護システムとの関係
を抜きにして人権の擁護は説明できなくなっているの
である。
　第2に、法第33条以下の「医療保護入院」の「保護
者同意」による強制入院のあり方を根本的に見直すべ
きである。保護者の同意は他人決定であって、自己決
定にとってかわるわけにはいかないのである。これを、
法的に入院医療契約と表現することもできないのであ
る。なぜなら、契約の当事者は病院を経営する法人と
精神疾患患者自身であるはずであり、親族といえども、
法律上の代理権なしに本人に代わって契約を締結する
ことはできないからである。
　もし保護者といわれる者と病院の間に契約の外形が
あるとしても、本人が代理権授与行為をしていない限
り、それは民法上「無権代理」であり、無効とされる
ものである。法は、民法の大原則に対して大きな例外
を設け、わが国にいまだに残存している家族共同体の
観念をたてに、強制入院正当化の根拠を見出そうとし
ていたわけである。
　これを改正しようとすれば、後見制度（法第20条に
よる現行制度では、後見人と保佐人をいい、補助人を
含まない）を活用し、それに依拠するとき（未成年の
親権者・後見人を含む）のみ、自己決定に代替するも
の（実はこれも他人決定ではあるのだが）として許容
することができることとすべきである（この点に関し
ても、民法第838条2項「家庭裁判所の許可」の削除
が想起されるべきである）。もちろん、このような検
討の前提として、後見人等の医療同意の権限の問題が
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真剣に議論されなければならない。
　そのような場面では、精神医療審査会は後見人等と
共同して、精神疾患患者の人権を守る本格的な役割を
果たすことができるであろう。
　第3は、ソーシャルワークの視点を精神医療審査会
における審査においても重視すべきだということであ
る。それは、前述した処遇概念の変化とかかわってお
り、処遇方法の適切性（たとえば、しばしば語られる
ところの退院促進が性急に行われればそれ自体に人権
侵害の恐れがあるなどの指摘をするなど）もまた審査
の対象とすることを意味する。
　精神医療審査会が、入院の必要性の判断だけでなく、
入院時における処遇の適当性もしくは適切性の判断も
求められるのであるとすれば、そこには、本人の生活
の全体（歴史性と将来性、空間的な活動範囲や他者と
の関係など）を見通した上で社会との関係性を構築す
る視点、すなわち、ソーシャルワークの視点が不可欠
となるからである。
　精神医療審査会には、このような視点を持った委員
が入るべく法律に明記することが望ましい。そして、
これを実質化するためには、人材養成システムの開発
が一層必要となるであろう。委員の一翼を担う精神保
健指定医の研修について規定する法第4章第2節「登
録研修機関」は、指定医の研修の基盤を確立しようと
しているように見える。しかし、これらの規定は「登
録研修機関」の法的な位置を明確にしているものの、
研修の視点や内容を規制するものではない。
　また、現状では委員の研修・養成がプログラム化さ
れているとも言いがたい。委員に委嘱された弁護士の
言葉によれば、何らの研修もないままにいきなり精神
医療審査会の議論に参加しているとのことである。同
様のことは、ソーシャルワーカーを委員として配置す
る場合にもあてはまる。むしろ、指定医が委員となる
場合も、法律家が委員となる場合も、ソーシャルワー
カーが委員となる場合も、共通したプログラムのもと
で権利擁護システムの全体性を理解でき、その一端を
担う精神医療審査会の役割を意識できるような研修が
必要となるだろう（研修の視点に関して詳しくは、大
曽根、2003および大曽根、2001－1参照）。このような
研修の内容に関して参考になるものとして、あいち福
祉オンブズマン（2002）およびあいち福祉オンブズマ
ン（2004）がある。
　つまり、三者の協働による権利擁護に向けた研修や
議論が求められているのである。図5に描いたように、
それぞれの専門性を活かしながらも、共通の認識（図
のAの部分）を共有してはじめて1つの方向を思い描
くことができるのであろうと思う。
V．まとめ
　社会福祉の世界における権利擁護システムは、わが
国では高齢者福祉や知的障害者福祉を先導役として展
開してきたが、これらの分野で築かれたシステムとそ
医療
福祉
A
司法
図5　福祉・医療・司法の協働
の運用の方法は一定の機能を始めているのに、精神障
害の分野においては先行分野が確立したベンチマーク
に達していないのではないかという疑問を本稿では提
示した。
　社会的関係の中で生きる個人としての主体性、つま
り個人と社会的関係との調整をしながら自立と自己決
定を真摯に考えるべきだということは、これまで盛ん
に言われてきた。そのための方法上のメニューも示さ
れてきた。
　しかし、精神障害者の保健福祉の領域においては、
自立・自己決定の論理だけで事柄のすべてを支配でき
るわけではない。契約論ですべてが割り切れるわけで
もない。消費者としての自立や労働者としての自立、
そのための権利擁護は是非必要なことではあるのだ
が、経済の主体としての自立の促進を強調するだけで
は、精神障害者の抱えている困難は解決しないばかり
か、窮地に落ち込む恐れすらあるであろう。
　もし自立論・自己決定論、そして契約論ですべてを
押し切ってしまおうとすれば、医療・福祉が規制緩和
と民営化・産業化の流れに巻き込まれる中で、ますま
す障害者の人権は危うい状況に陥る危険性をもってい
る。
　そうだとしたら、今こそ、この危険から障害者を守
るために、個別的なアドボカシーに頼るというより
も、障害者が社会的関係を築き、根無し草にはならず、
地域の中に根付くこと（大曽根、2004－2）、障害者自
身の「社会的自立」、障害者のための「社会的共同決
定」などの概念が、個人の自立・自己決定概念との緊
張関係の中で勇気を持って語られなければならない。
　精神医療審査会は、実は非自発的入院ないし強制入
院の継続を正当化するための場ではなく、また、患者
の処遇が医療モデルに適合しているかどうかを判定す
る場でもなく、本人を中心とした「社会的な共同」の
議論の場であり、それこそリハビリテーションプロセ
スなのである。
　本稿では、当事者バランスの回復に向けて自己決定
を補完するというよりも、社会的な支えの契機をつく
るために成年後見・地域福祉権利擁護事業をできるだ
け活用すること（大曽根、2000－1）、契約の社会的規
制のために医療・福祉契約の特性を踏まえたオンブズ
マンシステムの必要性（大曽根、2003）を論じてき
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た。
　しかし、議論は緒についたばかりである。精神障害
者をめぐる経済市場（医療・福祉サービスだけでなく、
健康産業、住宅産業、就労支援産業など）が形成され
つつあるとしたら、これらへの公的介入・社会的監視
システムや社会的評価方法の構築はどのようにしたら
良いのかについて、今後、より一層の実践の積み重ね
と研究の蓄積が必要とされる。
付記
　本稿の脱稿（2004年11月）後、初校の時期に、2005
年1月の社会保障審議会障害者部会において、厚生労
働省は身体障害、知的障害、精神障害の3障害等に対
する総合的な自立支援システムを構築すべく、「障害
者自立支援給付法案要綱」を提示した。当該法の導入
により、市町村等の障害者福祉における責務が明確化
され、既存の精神障害者福祉サービスシステムが大幅
に見直されることともなる。当該法案要綱によれば、
2005年10月からの公費負担医療の見直しを皮切りに、
2006年から本格的に施行される予定である。
　さらに、厚生労働省によれば、2005年は精神保健福
祉法の改正も予定されており、改正の主な内容には、
精神病院等に対する指導監督体制の見直しとして、精
神医療審査会の委員構成の見直しと、改善命令等に従
わない精神病院に関する公表制度等の導入の他、精神
障害者の適切な医療等の確保（精神科救急医療体制の
確立に向けた法的整備、任意入院患者の適切な処置の
確保、市町村における相談体制の強化を含む）、精神
保健指定医関係の見直し、地方精神保健福祉審議会の
必置規制の見直し、精神分裂病から統合失調症への呼
称変更などが含まれている。
　上記の「障害者自立支援給付法案要綱」によれば、
3障害等に共通する給付が想定されており、この法案
’が国会を通過し実施されれば、本文中に記載したサー
ビスの名称が変化することとなるが、本稿脱稿後に生
じた事情としてご了解いただきたい。
　また、上述のような精神保健：福祉法の改正が2005年
に行われれば、精神医療審査会の構成も見直されるこ
ととなるが、本稿の論旨を変更する必要はないと考え
る。ただ、本稿が2004年11月までの法令を前提として
執筆されていることについても、ご了解いただきた
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